
 

 

 

Ⅰ　事務事業の再編・整理、廃止・統合

Ⅱ　民間委託等の推進

Ⅲ　定員管理の適正化

Ⅳ　手当の総点検をはじめとする給与の適正化

Ⅴ　第三セクターの見直し

Ⅵ　経費節減等の財政効果

Ⅶ　地方公営企業関係

●変革の時代に対応する効率的な行財政基盤の確立

●町民との協働によるまちづくりの推進

白鷹町集中改革プラン

行政評価システム手法の確立

　補助金の見直し

　　（サンセット方式の導入による定期的な見直し）

　　  行革懇話会など町民意見を踏まえた事務事業の見直し

公の施設の管理委託に指定管理者制度を導入

　直営事務の多様な雇用システム等の検討

　　行政の守備範囲を見直した積極的な民間委託の推進

一般職員の採用を抑制(21年度まで)

　保育士及び調理師等の現業職員は退職者不補充

　　平成20年に保育園1園を民営化

　　　職員の退職勧奨を推進(18年度まで)

給与の適正化(高齢層職員の昇給停止、 退職時の特別昇給の見直し、

　　特殊勤務手当の適正化)

　　定員･給与等の状況の公表

　　　人材育成の推進

既存法人の見直し(土地開発公社、 財団法人)

　監査･点検評価･情報公開の体制等の確立

　　地方公社の経営健全化(経営健全化計画の策定)

人件費削減、 民間委託による経費削減、 補助金の見直し等

　歳入歳出全般にわたる見直し

①上水道事業　②公共下水道事業　③特定環境保全公共下水道事業　④農業

集落排水事業　⑤個別排水処理施設事業　⑥病院事業　⑦訪問看護事業

事務事業の見直し、給与の適正化、経費削減策への取り組み

　財務･給与状況等について公表

対象の公営企業

基本方針

【平成 17 年度～平成 21 年度】

地方公共団体における行政改革の推

進のための新たな指針（総務省）

白鷹町自立のまちづくり計画

第３次白鷹町行財政改革大綱

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
第２次白鷹町行財政改革大綱

 H13 ～ H17

H17 ～ H21

 

～行財政改革プログラム～

　　　   H16 ～ H20



民間委託等の推進

定員管理の適正化

○ 11 年度から 16 年度までの職員数の推移 (人)

白鷹町集中改革プランにおける

○ 16 年度から 22 年度までの職員数の推移

経費節減等の財政効果

*H18以降も必要に応じ施設管理のあり方を検討

 

 

 

 

(人)

区分 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 純減数/比率

普通会計 173 163 155 149 148 146 144 △29（△16.8%）

特別会計 82 79 81 80 80 79 79 △3（△  3.7%）

合計 255 242 236 229 228 225 223 △32（△12.5%）

区分 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 純減数/比率

普通会計 195 190 184 183 178 173 △22（△11.3%)

特別会計 80 81 83 81 84 82 2     （2.5%)

合計 275 271 267 264 262 255 △20    (△7.3%)

地方公営企業関係
 その他

お問合せ

白鷹町政策改革課行財政改革係
〒992-0892
山形県西置賜郡白鷹町大字荒砥甲 833
　　                TEL0238(85)6124
　　             　FAX0238(85)2128

（万円）

○ 経費削減効果目標額

　　　　6,920 万円
○ 職員の削減目標　△ 32 人 （△ 12.5%）

8 施設(16 年度) ⇒ 43 施設

事務事業の再編・整理、廃止・統合

○ 小規模校のあり方について検討

○ 補助事業の見直し(3 年毎)

給与の適正化

○ 退職時の特別昇給制度を廃止

○ 特殊勤務手当(税務手当･保育手当･特殊自動車乗

　 務手当)の見直し

○ 経費削減効果目標額　10 億 2,300 万円

○ 指定管理者制度の導入目標

* 各年4 月1 日現在

* 各年4 月1 日現在

（百万円）

（普通会計）

0 園(16 年度) ⇒ 1 園
○ 民営化する公立保育園の数

H16現在 H18まで

①レクリエーション・スポーツ施設 スキー場、ふるさと森林公園、のどか村等 18 0 12

②産業振興施設 ソフト小村、どりいむ農園等 4 0 3

③基盤施設 水道施設、都市公園、住宅、公園等 31 8 11

④文教施設 公民館、調理場、図書館等 27 0 16

⑤医療・社会福祉施設 病院、保育園等 7 0 1

合計 87 8 43

区　　分 施設数
うち指定管理者制度導入数

主な施設の名称等

*個別排水処理施設事業の効果額は下水道事業に含まれる

効果額

1 上水道事業 1,000

2 公共下水道事業 1,500

3 特定環境保全公共下水道事業 400

4 農業集落排水事業 220

5 個別排水処理施設事業 -

6 病院事業 3,700

7 訪問看護事業 100

6,920

区分

合計

18 年度まで

19 年度から

18 年度まで

22 年度まで
21 年度まで

21 年度まで

20 年度まで

18 年度まで

主な内容 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 合計

使用料・手数料
の見直し

斎場使用料の見直し、体育館・公
民館使用料基準の見直し 1 1 1 1 1 5

未利用財産の売
払い等 遊休土地等の処分 2 1 1 1 5

その他

各種検診・人間ドックなど自己負
担の見直し、町外の人への町報無
償送付の見直し、特目基金（福祉
振興基金）の活用

80 10 10 10 10 120

83 12 12 12 11 130

人件費削減
職員数削減(議員含む)、給与削減
等 105 136 218 95 56 610

民間委託による
事務事業費削減

地域主体の地区公民館運営への移行 21 21 21 21 21 105

補助金等の整理
合理化

マイナスシーリング、補助金交付
の見直し等 19 19 19 19 19 95

内部管理経費の
見直し 経常経費マイナスシーリング等 10 10 10 10 10 50

その他 他会計繰出し金の抑制 11 11 11 33

166 197 279 145 106 893

249 209 291 157 117 1,023

項　　目

歳
出
削
減
策

合計

歳
入
確
保
策

歳入確保策計

歳出削減策計


